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令和４年９月文京区議会定例議会追加提案事項 
【令和４年９月２日】 

 

 

１ 職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、職員の定年に係る規定を整

備するとともに、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制を新設するため、

提案する。 

 ⑵ 改正内容 

ア 職員の定年の引上げ 

一部の医療職を除き、次の表に掲げる期間に応じて職員の定年を段階的に６５歳まで引き上げる。（第

３条及び付則第４項） 

期間 定年年齢 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１歳 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２歳 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３歳 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４歳 

令和１３年４月１日から ６５歳 

イ 管理監督職勤務上限年齢制の導入 

管理監督職勤務上限年齢を６０歳とし、当該年齢に達した者の他の職への降任等に係る規定を整備す

るとともに、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障が生ずる等特別の事情がある

場合に、当該職員について留任等をさせることができる特例を定める。（第６条から第１３条まで） 

ウ 定年前再任用短時間勤務制の導入 

６０歳に達した日以後に退職した者について、定年までの間、短時間勤務の職に採用することができ

ることとする。（第１４条及び第１５条） 

エ その他規定の整備 

⑶ 施行期日等 

ア 施行期日 令和５年４月１日。ただし、付則の一部については公布の日 

イ 職員の再任用に関する条例（平成１３年３月文京区条例第４号）の廃止 

ウ 定年退職者等の再任用に関する経過措置 

令和１４年３月３１日までの間、６５歳に到達する年度の末日までの間にある者であって、６０歳（施

行期日後にあっては、改正後の条例でそれぞれ定める定年）に達している者を、選考により、１年を超

えない範囲内で任期を定めて暫定再任用（常時勤務又は短時間勤務）を行うことができる。 

 

 

２ 文京区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案

する。 

⑵ 改正内容 地方公務員法の一部改正に伴う引用条文の整備（第１条） 

       「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」→「第２２条の４第１項」 

⑶ 施行期日 令和５年４月１日 
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３ 職員の懲戒に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 減給の取扱いに係る規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 減給処分により減額される上限額は、現に受ける給料の５分の１とする旨を定める。（第３

条） 

⑶ 施行期日 令和５年４月１日 

 

 

４ 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 ⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、定年引上げ等に係る職員の

給与について規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

  ア 定年前再任用短時間勤務制の導入に伴い、定年前再任用短時間勤務職員の給与に係る規定を整備する。 

（第６条第８項、第１６条第４項、第１９条第２号、第２１条第２項、第２６条第３項及び第２７条第

３項） 

イ 管理監督職勤務上限年齢制の特例により異動期間を延長された管理監督職を占める職員等を除き、職

員が６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の給料月額は、当分の間、その者の属する職務の

級及び受ける号級に応じた額に７割を乗じて得た額とする。（付則第８項及び付則第９項） 

  ウ 管理監督職勤務上限年齢制により降任等をされた職員のうち、引き続き同一の給料表の適用を受ける

ものの７割措置後の給料月額が、当該降任等の前日に受けていた給料月額の７割に達しない場合は、当

分の間、これらの差額に相当する額を給料月額に加算する。（付則第１０項） 

  エ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 令和５年４月１日。ただし、付則の一部については公布の日 

 

 

５ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、定年引上げ等に係る退職手

当の措置について規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

 ア 退職手当の調整額に係る措置 

管理監督職勤務上限年齢制の導入に伴い、降任等をされた職員の退職手当の調整額は、定年引上げ前

の水準を維持するため、役職定年前２０年間と退職前２０年間のそれぞれの期間の調整額を比較し、い

ずれか多い額とする。（第１０条の２） 

イ 退職手当の基本額の支給率に係る措置 

６０歳に達した日以後に自己都合により退職した者の退職手当の基本額に係る支給率は、当分の間、

定年退職した場合と同じ支給率を適用する。（付則第１４項） 

ウ 定年前早期退職者の割増率の特例 

定年前早期退職者の割増率については、当分の間、現行の取扱いに加え、整理退職、公務上傷病・死

亡退職又は通勤災害退職の場合は、６０歳に達する日の属する年度の初日から定年に達する日の属する

年度の初日前までの割増率を一律２％とする。（付則第１６項及び付則第１７項） 

  エ 退職手当の基本額における給料月額等に係る措置 

（ア） 退職日給料月額の算定方法の特例（ピーク時特例） 

給料月額の７割措置を受ける職員の退職手当における退職日給料月額の算定については、当分の間、

定年引上げ前の水準を維持するため、当該７割措置等前後の給料月額を基礎として、それぞれの期間

ごとに支給率を分けて算定することとする。（付則第１９項） 
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（イ） 給料の調整額及び教職調整額の算定方法の特例 

     給料月額の７割措置を受ける職員の退職手当における給料の調整額及び教職調整額の算定について

は、当分の間、当該７割措置を受けた日の前後で期間を分けて算定することとする。（付則第２１項

及び付則第２２項） 

  オ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和５年４月１日。ただし、⑵オの一部及び付則の一部については公布の日 

 

 

６ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正等に伴い、規定を整備するため、提

案する。 

⑵ 改正内容 

ア 派遣の対象外となる職員に、管理監督職勤務上限年齢制の特例により異動期間を延長された管理監督

職を占める職員を加える。（第２条第２項第５号） 

イ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 令和５年４月１日 

 

 

７ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）及び地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、非常勤職員の育児休業の取得に係る要件を緩和す

るほか、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

  ア 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴う改正 

   （ア） 非常勤職員が子の出生から８週間以内に当該子の育児休業を取得する場合には、当該職員の任期が

当該子の出生から８週間と６月を経過するまでに到来しなければ、育児休業を取得できることとする。

（第２条第３号） 

（イ） 非常勤職員の育児休業の期間を子が１歳６か月又は２歳に達する日までとする要件について、配偶

者が育児休業をする場合には、それぞれ子が１歳又は１歳６か月に達する日の翌日が開始日でなくて

も育児休業を取得できることとする等、柔軟な取得を可能にする。（第２条の３第３号及び第２条の

４） 

（ウ） 非常勤職員について、原則として、２回まで育児休業の取得が可能となったことから、書面により

申し出た場合には再度育児休業を取得できる旨の規定を削除する。（第３条第５号） 

  イ 地方公務員法の一部改正に伴う改正 

    育児休業及び育児短時間勤務をすることができない職員に、管理監督職勤務上限年齢制の特例により

異動期間を延長された管理監督職を占める職員を加える。（第２条第３号及び第７条第３号） 

⑶ 施行期日 令和４年１０月１日。ただし、⑵イについては令和５年４月１日、付則の一部については令

和５年４月１日又は公布の日 
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８ 職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案

する。 

 ⑵ 改正内容 

地方公務員法の一部改正に伴う引用条文及び文言の整備 

 ア 「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」→「第２２条の４第１項」（第２条第３項） 

イ 「再任用短時間勤務職員」→「定年前再任用短時間勤務職員」（第２条第３項及び第４項、第３条第

１項、第４条、第５条第２項、第１３条第１項並びに第１８条第２項） 

 ⑶ 施行期日 令和５年４月１日 

 

 

９ 公益的法人等への職員の派遣に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正等に伴い、規定を整備するため、提

案する。 

 ⑵ 改正内容  

 ア 派遣の対象外となる職員に、管理監督職勤務上限年齢制の特例により異動期間を延長された管理監督

職を占める職員を加える。（第２条第２項第４号） 

イ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和５年４月１日 

 

 

10 文京区人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案

する。 

 ⑵ 改正内容 地方公務員法の一部改正に伴う引用条文の整備（第３条） 

「第２８条の５第１項」→「第２２条の４第１項」 

⑶ 施行期日 令和５年４月１日 

 

 

11 文京区立交流館条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 区立交流館に附帯設備を設けるほか、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容  

  ア 附帯設備の追加 

   ・ 附帯設備名 液晶プロジェクター 

   ・ 使用料 １台１回 ２００円 

  イ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和４年１１月１日。ただし、付則の一部については公布の日 

 

 

12 文京区建設事務手数料条例の一部を改正する条例 

 ⑴ 提案理由 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）等の一部改正に伴い、

手数料の徴収項目に係る規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容（別表第１） 

ア 建築行為時でなくても事後的に長期優良住宅維持保全計画の認定を受けられる制度が創設されたこと

に伴い、当該認定申請等について、増改築時の長期優良住宅建築等計画の認定申請等の場合と同様の手

数料額を徴収することとする。 
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イ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の一部改正に伴う引用条文の整備 

⑶ 施行期日 令和４年１０月１日。ただし、⑵イについては公布の日 

 

 

13 幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、定年引上げ等に係る幼稚園

教育職員の給与について規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

  ア 定年前再任用短時間勤務制の導入に伴い、定年前再任用短時間勤務職員の給与及び手当に係る規定を

整備する。（第７条第７項、第２０条第４項、第２２条第２号、第２７条第３項、第３０条第３項、第

３１条第２項及び第３２条の２） 

  イ 管理監督職勤務上限年齢制の特例により異動期間を延長された管理監督職を占める職員等を除き、職

員が６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の給料月額は、当分の間、その者の属する職務の

級及び受ける号給に応じた額に７割を乗じて得た額とする。（付則第７条第１項及び第２項） 

  ウ 管理監督職勤務上限年齢制により降任等をされた職員のうち、引き続き同一の給料表の適用を受ける

ものの７割措置後の給料月額が、当該降任等の前日に受けていた給料月額の７割に達しない場合は、当

分の間、これらの差額を給料月額に加算する。（付則第７条第３項） 

エ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和５年４月１日 

 

 

14 幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案

する。 

 ⑵ 改正内容 

地方公務員法の一部改正に伴う引用条文及び文言の整備 

 ア 「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」→「第２２条の４第１項」（第３条第３項） 

イ 「再任用短時間勤務職員」→「定年前再任用短時間勤務職員」（第３条第３項及び第４項、第４条第

１項、第５条、第６条第２項並びに第１５条第１項） 

 ⑶ 施行期日 令和５年４月１日 

 

 

15 令和４年度文京区一般会計補正予算 

 

 

16 令和４年度文京区国民健康保険特別会計補正予算 

 

 

17 令和４年度文京区介護保険特別会計補正予算 

 

 

18 令和４年度文京区後期高齢者医療特別会計補正予算 


